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１ 本研究と本稿について

「どんな部品についても，最も高いレベルの専門能力，経験，品質を持ったサプ

ライヤーを見きわめて選択すればいい」，これはMichael Dell（以降，M.Dell）の

著書「デルの革命」の第12章中の一文である
(1)

。デルはこの一文を常に実践しながら，

1984年の会社創立から，18年後には世界第一位のパソコン・メーカーへ上り詰めた。

資本金1000ドルから始まった会社も，2005年度の総売上高は558億ドル（約６兆7000

億円（1ドル120円換算））に達し，世界最大級のコンピュータ・メーカーの一社とな

った。

本研究の原点は，ITベンダーの事業戦略についての研究（ITベンダー・ロックイ

ン
(2)

）にある。ビジネスコンピュータ市場の創世記にまで遡りながら，ITベンダーが

どのように顧客を獲得し，同時に，どのようにロックインしてきたのかについて概

略を示しながら，現代企業の IT投資に関する矛盾点の隠れた核心に迫ることを試

みた。この研究の初期段階において，国内外の大手 ITベンダーに係わるベンダー・

ロックインについて分析を行ったが，この際に，一社だけ顧客ロックイン戦略につ
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いて例外的に脆弱な企業があった。それがデルである。

デルは顧客サポートに関する高い外部評価を得ているものの，それ以外に特筆す

べきロックイン・ツールを何も有していない。一般論ではあるが，大手 ITベンダー

はハードとソフトの両面，あるいはそのどちらかに強力なロックイン作用を生むツ

ールを有しているものである。例えば，IBM であれば，その初期は PCS（Punch
 

Card System）であり，その後は，汎用機時代からの資産と総合プラットフォーム・

ソリューションである。このロックイン・ツールの効果により，IBM の情報インフ

ラを一旦整備してしまうと，他社のプラットフォームへの移行は大変困難なものと

なってしまう。デルはその創立時から法人顧客を中心として成長してきた企業であ

りながら，対照的に，具体的なロックイン・ツールを何も有していない。それどこ

ろか，デルには先端テクノロジーに関する蓄積さえも見つけることができない。

デルは非常に特徴的な販売方式と製造方式を採っている。しかし，特筆すべきロ

ックイン・ツールを有していないにもかかわらず，これら二点の特徴だけをもって，

最大級のコンピュータ製造事業者にまで成長できるものとは え難い。別稿中にお

いて詳説
(3)

しているように，単に「先行的に安価な商品を販売し，受注生産の後に，

顧客に届ける」という企業能力だけでは，事業の成長はいずれ頭打ちを示し始める。

ところが，デルについては例外的にこの頭打ち現象を迎える前に，短期間に最大級

のコンピュータ企業にまで上り詰めることができた。残念ながら，デルに関する先

行研究中においては，この本質的な矛盾について全く触れられてこなかった。そこ

で，本研究では，デルの成長に係わる事業戦略について，追加的に取り組むことに

なった。本稿は，このデルに関する研究結果に関して，インテルとの戦略的パート

ナーシップについてまとめたものである。なお，外部サプライヤーとのサプライチ

ェーンについては別稿を参照していただきたい。

２ 驚異的な成長と「インテル・インサイド」の謎

米国 Gartnerが2007年１月17日に発表した世界 PC出荷台数（暫定速報値
(4)

）によ

れば，2006年はデルとHPがともに約3800万台（市場シェアでは約15.9％）を記録

し，世界市場シェアの首位の座を分け合ったと報じている。2005年のデルの PC出荷

台数が約3675万台であったことを 慮に入れれば，2006年の成長率はわずかに3.54

％にしかすぎない。図１の示すように，2005年度まで，デルは驚異的な成長を維持

し，コンピュータ業界の勢力分布図を大きく塗り変えてきた。デルとしても，この

2006年に関する数値は極めて不本意なものとして受けとめているはずである。

デルのこれまでの成長に係わる生産面の要因については，既に別稿
(5)

において詳説

36 広島経済大学経済研究論集 第30巻 第１・２号



しているために割愛するが，デルはこれまでの企業とは異なるアプローチにより，

生産性と利益率のバランスを維持しながら，驚くほどハイペースに生産量を拡大し

続けてきた。図１の示すように，世界のコンピュータ市場において，デルは極めて

短期間に最大級の企業へと成長を果たした。

デル創立者のM.Dellのこの成功は，近年におけるアメリカン・ドリームの典型

例として大きく取り上げられてきた。この一方において，この成功が劇的であれば

あるほど，相対的に大きくなっていく疑問がある。それは「なぜデルはこのように

無謀なまでの成長最優先の戦略を採り続けることができたのか」という単純なもの

である。一方において，デルという極めて特異な事業体に対するこの疑問は，非常

に複雑な裏事情を問うものとなる。

M.Dellは自身の著書「デルの革命」中において，企業の成長とインフラにのバラ

ンスについて以下のように述べている。

ちっぽけなパソコン・メーカーのままでいたら生き残れない。

だが，急激に成長すれば，それはそれで別の難題が生じてくる。年商三

十億ドルに達しないうちに，それに見合ったインフラを揃えてしまえば，

明らかにその負担に足を引っ張られ，その年商レベルに到達できなくなっ

てしまう。自信を持ち，成長のチャンスを確信し，そのうえで成長に応じ

たインフラを整えなければならない。

（M.Dell, 1999,p.73)

デルとインテルの戦略的パートナーシップ

（出所：デル，Gartner Dataquest
(6)

）

図１ 世界の PC出荷台数の推移とデルの総売上高の推移
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ところが，M.Dellの記したこの賢哲さと，図１の示すデルの成長スピードは，必ず

しも一致していたわけではない。1994年の総売上高34.75億ドルから，2000年には

318.88億ドルにも達し，総売上高は６年間で実に9.18倍にも膨張した。総売上高の

金額がもう少し低い次元であれば，特別な疑問も生じない。しかしながら，約4170

億円（1ドル120円換算）から約3兆8300億円にまで，6年間で一気に事業規模は拡大

した。上述のM. Dellの言葉を借りるとすれば，「年商三十億ドルのインフラ」か

ら，一足飛びに「年商三百億ドルのインフラ」ということになる。そして，このイ

ンフラは現在では年商570億ドルにも達するものとなっている
(7)

。

商社のような仲介的な売上も総売上高中に含められるのであれば，この次元の急

成長も不可能ではない。ところが，OEM やODM に一切頼ることなく，コンピュー

タ製品に関して100％自社製造を貫くデルのような企業が毎年5000億円超の規模の

増産体制整備を重ねてきたことは驚きに値する。半導体のような極小サイズの製造

品であること，かつ販売価格を高値に維持できるという前提条件が整うのであれば，

追加設備投資による急速な増産体制の整備も行い易い。それでも，長期に生産量を

倍化させていくことは困難であり，いずれは生産設備を含めた生産計画全体の見直

しを迫られる
(8)

。ところが，大規模な増産体制に向けての新たな生産拠点整備はそう

簡単に決断できるものではない。新たな工場施設整備への調査，投資，これに立上

げ時間を要する。さらに，新工場設置を一旦計画に乗せてしまえば，その工場が役

目を終えて停止するまで，操業を停止することはできない。このため，大規模な増

産計画に着手した後に，もし販売不振や価格の下落などの不測の事態が起これば，

経営に対して致命的なダメージを与えることになりかねない。また，大手製造事業

者が急激な増産策を採り続ければ，当然ながら，市場価格に対して深刻な影響を与

えかねない。

急速かつ大規模な増産体制整備を要した背景として，例えば，何らかの特別需要

が生じ，膨大なバックオーダー（例えば，数年分）を抱えてしまっていた事態も想

定される。もしデルが直接販売から莫大な受注量を得て，長期のバックオーダー（例

えば，２年先の納品予約分まで）を抱えていたと仮定すれば，この増産体制整備に

関わる経営判断の背景もより鮮明なものになる。しかし，時間軸に対する性能向上

が著しく，かつ部品単価の下落の激しいコンピュータ製品では，長期のバックオー

ダーに対して寛容な顧客の存在は期待できない。つまり，直販型のコンピュータ・

ビジネスはその基本原理において長期のバックオーダーを想定できないのである。

このように，当時のM.Dellの「年商三百億ドルのインフラ」に対する「自信」

と「成長のチャンスを確信」については，大変不明瞭なものでしかない。最終的に，
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上述のリスクを全て計算の上に，生産体制を急激に拡充させていったとするなら，

デルの過去における増産計画に関する経営判断は極めて理解を得難いものとなり，

同時に，上述のM.Dellの えとは本質的に矛盾してしまうことにもなる。

そして，デルの急成長に関するもう一つの矛盾は，実は，デルはデル自身の成長

に関する最終的な決定権を握れていなかった点にある。デルはコンピュータ製品の

組立前工程と最終組立てだけに限定した製造能力を有しているが，主要部品は全て

外部サプライヤーからの供給に依存している。従って，部品調達が可能な範囲でし

か増産を許されないという極めて原始的な制約が生じる。勿論，この制約はどの製

造業者にも適用されるが，一般的な製造事業では，最終組立て事業者が巨大なピラ

ミッド構造の頂点に位置し，ピラミッド全体の支配権を持ち，全体を指揮している。

ところが，デルはこのような製造事業のピラミッド構造を有していないし，サプラ

イヤーとの間には資本関係もない。つまり，部品調達の観点からは極めて脆弱なポ

ジションにあったことになる。このため，インターネット時代に入ると，デルはこ

の短所を逆手にとり，「どんな部品についても，最も高いレベルの専門能力，経験，

品質を持ったサプライヤーを見きわめて選択すればいい
(9)

」という方策を早期に採用

し，この脆弱性を補うことに成功してきた。反面，このような調達方針の下では，

制約なしに全ての部品を潤沢に調達可能なわけではない。一見すると磐石に映るデ

ルのビジネスも，部品調達に関わる潜在的な脆弱性は依然として残されたままであ

り，それこそが所謂「アキレスの踵」とも捉えられる。

デルにとって「代替の選択肢」はなく，完全に依存しなければならい絶対的なサ

プライヤーが一社だけ存在する。それが Intelである。ここまでの本論の流れを完全

に掌握していれば，「デルが急成長を遂げた」という記述は不完全であり，現実とし

ては，「Intelがデルの急成長を後押しした」の方がより正確であることに気付くはず

である。

デルは2006年の半ばまで，全てのコンピュータ製品群において「インテル・イン

サイド」を守ってきた。デルの「箱（筐体）の中身（マザーボードやMPUなどの

主要部品）は全て Intel」なのである。勿論，Intelはデルの下請的企業などではな

く，世界最大の半導体メーカーであり，HPや Gatewayなどの競合企業たちに対し

ても，同時に，同様の部品供給を行う。図１中の「世界の PC出荷台数推移」を参

にすれば，2001年度を除き，デルに限らず，PC市場全体が右肩上がりの成長を示し

ている。その市場全体の成長期の中で，デルが特に秀でた成長を成し遂げたわけだ

が，Intelはその市場全体をほぼ一手に担い，全体の底上げを達成したことを見逃し

てはならない。つまり，視点を変えれば，デルの増産体制よりも，Intelの急進的な
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増産体制整備の方が遥かに驚異であったことを認識できるはずである。

現在，国内における個人購入のケースでは，デルのパソコンを最短４～５営業日

程度で中国厦門から受け取ることができる。この厳しい DCM（Demand Chain
 

Management）のために，数多くのサプライヤーたちが懸命な作業を強いられてい

る。この DCM（SCM を含む）の表面だけをもって，「生産革命」というような美辞

麗句をもってデルを称える書籍や研究報告などもある。ところが，詳細については

後述に譲るが，デルと Intelの関係の実態はその真逆である。もしデルと Intelの関

係に変化が生じ，Intelの経営上の判断からデルに対する価格や供給体制に変更が行

われれば，デルの競争優位性は急速に失われていくことにもなりかねない。現状に

おいても，デルの命運を握るのは，実は，サプライヤーでありながら，上位に位置

する Intelなのである。

これまで，この Intelに依存しながらデルは事業体制を急速に拡大してきたが，

2006年から，デルの製品ランナップに突如としてAMDのプラッフォームが加わっ

た。これがデルによる意思決定なのか，あるいは Intelからの了承の下に行われてい

るものなのかは，Intelが独占禁止法違反（本稿中の５）に問われている現状では，

真相は深い闇の中にある。以降，本稿はデルと Intelの戦略的パートナーシップにつ

いて焦点を移していく。

３ デルのエンタープライズ・ソリューション事業

設立以降の社歴も短く，販社とサービス（サポートを含む）に係わる実働ディー

ラー網をあえて整備していないデルにとって，法人顧客の開拓は必ずしも優位な状

況下において推進できていたわけではない。しかし，現実には，「デルは法人顧客に

強い」というイメージと実績の両方を獲得してきた
(10)

。

表１は世界のサーバ市場規模と四強各社の市場シェアを示すものである。2006年

度のサーバの出荷台数において，デルはHPに次いで第二位に位置し，1999年度か

らの販売台数の伸び率（4.45倍）では競合企業を圧倒しながら，首位のHPを猛追

している。この2006年度のサーバ出荷台数において，HPはサーバ市場シェアの首位

に位置しているが，2001年９月の Compaqとの超大型合併がなければ，HPが現在

のシェア率を得られていたとは想定し難い。HPとの合併以前の2000年まで，

Compaqは急成長してきたデルからの猛追を受けながらも，106.5万台の出荷台数

（市場シェアはトップの27.1%）を記録し，44万台のHPを遥かに凌ぐ規模を有して

いた。もし，現時点においてもHPと Compaqが別企業であった場合には，デルが

市場シェアの首位を獲得していた可能性も否定できない。販売ディーラー網の不在
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という致命傷ともなりかねない課題を抱えていながら，デルはそれほどまでの勢い

で急成長を遂げてきたのである。

他方，デルはサーバ出荷台数については健闘しているものの，サーバの売上高ベ

ースの比較ではHPの約38％にしかすぎない。表１が示すように，サーバ売上高で

は四強中の最下位に転落してしまう。さらに，デルの２割強程度の出荷台数しかな

く，四強中の最下位に位置する Sun Microsystemsでさえ，サーバの売上高ベース

ではデルを上回る。この売上高ベースでの逆転現象は，特にミドルレンジ以上のサ

ーバ製品の平 単価の違いから生じている。デルのサーバ製品平 単価は約3051ド

ルであるのに対して，Sun Microsystemsは約15427ドルにもなり，その平 単価の

差は約５倍に達する。また，売上高ベースの首位に位置する IBM の製品平 単価は

約13970ドルとなっており，これと比較しても，デルの製品平 単価の低さは顕著で

ある。これには，競合企業の主力製品であるハイエンド・サーバ群がデルの製品群

中に欠落していることが大きく関係している
(13)

。

サーバ市場におけるデルの躍進についても，また同市場におけるデルの苦悩につ

いても，その両方が実は「インテル・インサイド」に起因するものとなっている。

PC事業に限らず，デルはエンタープライズ・ソリューション事業に係わるコンピュ

ータ製品群のプラットフォームも全面的にインテルに依存してきた。インテルの

Itaniumプラットフォームを除き，多数の競合企業も採用している RISC系プラッ

トフォームなどをサーバ製品群に採用したことはない
(14)

。このプラットフォーム・ラ

インナップだけでは，サーバ製品群は必然的に汎用プロセッサ（IA32）を主軸とし

たラインナップのみに偏り，64ビット動作環境に最適化されたハイエンド・サーバ

をラインナップ中に定着させることができなかった
(15)

。デルはインテル・プラットフ

ォームに依存してきたが，Itaniumの陰に共同開発社のHPがある限り，Itanium搭

表１ 世界のサーバ市場規模と市場シェア

企業名
出荷台数 売上高

2006年度 1999年度 2006年度 1999年度

HP 226万台 138万台
(11)

14240百万ドル 13742百万ドル

デル 178万台 40万台 5431百万ドル 1988百万ドル

IBM 129万台 59万台 16895百万ドル 13728百万ドル

Sun Microsystems 37万台 17万台 5708百万ドル 6793百万ドル

その他 253万台 87万台 10398百万ドル 12198百万ドル

（出所： Gartner Dataquest
(12)

)
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載のハイエンド・サーバ製品の開発や販売を積極的に推進していくとは将来的にも

想定し難い。

エンタープライズ・ソリューションに関する究極的な目標の一つとして，顧客情

報システム環境の独占が挙げられる。この代表例が IBM であり，IBM はこの戦略

の成功によって汎用機市場を勝ち取り，現在もこの事業戦略を変えようとはしてい

ない
(16)

。この顧客情報システム環境の独占（ロックイン戦略）に不可欠なハードウェ

ア・ツールこそがミッション・クリティカルな業務を担うハイエンド･サーバであ

る。だからこそ，各社がこのハイエンド・サーバ製品開発を重視し，大手の重要法

人顧客に対して強力な売り込みを行う。このような背景から，IBM，HP，Sun
 

Microsystemsの三社ともにハイエンド・サーバの製品単価は必然的に高額となり，

表２に示されるように，この販売台数が総売上高に大きな影響を与えている。

表２と表３を合わせて参 にすれば，サーバ市場における四強の中でも IBM と

Sun Microsystemsにとって，インテルの「x86」は明らかにローエンドの分類にす

ぎない。表３中のデータを比較すると，デルを除き，各社ともに x86サーバ単価は格

表２ メーカー別サーバ市場シェア（米国：1999年～2004年)

All servers

 

By units

1999 42.12 15.68 18.68 10.56 12.95 12.39 23.37 - 15.74

2000 32.72 12.76 18.67 7.39 28.46 9.92 21.79 - 32.85

2001 29.24 12.75 22.70 7.06 28.26 10.69 26.34 - 32.50

2002 26.67 11.94 24.88 6.67 29.83 10.48 28.14 0.04 33.51

2003 25.14 13.04 26.14 5.44 30.24 11.99 28.65 0.26 32.95

2004 25.26 11.98 27.08 5.73 29.95 11.06 29.70 0.54 32.68

Total 29.03 12.82 23.69 6.80 27.65 11.06 26.94 0.19 31.19

1999 24.22 39.81 5.73 22.07 8.17 13.00 23.92 - 21.00

2000 26.12 33.53 9.39 16.59 14.37 10.69 25.30 - 31.18

2001 29.98 35.24 8.34 13.68 12.77 11.75 26.27 - 31.07

2002 30.10 32.61 9.91 14.09 13.28 13.49 26.58 0.03 27.83

2003 28.19 32.69 12.13 11.77 15.22 14.13 26.10 0.17 26.90

2004 30.19 29.52 12.83 12.41 15.05 14.16 27.00 0.61 26.57

Total 27.99 34.01 9.62 15.30 13.08 12.90 25.98 0.17 27.72

By vendor revenue

33.24

31.66

32.71

32.07

30.91

32.84

42.08

30.62

26.02

26.16

27.83

30.46

35.45

48.50

x86 servers
 

Others Sun DELL IBM HP Sun DELL HP  IBM  Others

（出所： Chu and Chintagunta, 2007,p.36)
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段に安くなる。この状況はデルにとって必ずしも歓迎できるものではないはずだが，

それでも，デルはこの事業においてもインテルから供給されるプラットフォームに

依存し続けている
(17)

。しかも，デルは自らの選択において既に Itaniumプラットフォ

ームから撤退しており，これまでと同様にローエンドからミドルレンジのサーバ製

品群からその重点を移そうとはしていない。

一方において，表２と表３における注目点は，デルのサーバ製品群とインテル・

プラットフォームの両者がサーバ市場全体に与えたインパクトの大きさにある。デ

ルのサーバ市場における急成長は，ローエンドからミドルレンジまでの市場相場価

格を引き下げただけでなく，その影響はハイエンド・サーバを含むサーバ市場全体

にまで波及していることが表３に表れている。ハイエンド・サーバ市場向け製品群

に強い IBM と Sun Microsystemsの二社に関しても，かなり大きな影響を受けた

ことが明確に読み取れる。また，表１も参照すれば，2006年度における Sun Mi-

crosystemsの販売台数は1999年度から2.17倍に伸びていながら，売上高は14％も減

少しており，いかに甚大なダメージを受けたかが見てとれる。表１から表３が示す

（出所： Chu and Chintagunta, 2007,p.36)

Others IBM HP  DELL  Sun  HP  IBM DELL  Sun  Others
 

x86 servers

4,475

5,395

4,579

4,784

5,115

4,672

4,854

4,954

5,953

5,011

5,152

5,529

5,051

5,285

Retail prices

4,1034,2354,3145,5545,24925,4214,31429,48911,193All

3,2484,7723,5025,2243,88517,0103,50218,8989,6022004

3,4742,9403,7415,1164,24818,3983,74121,0429,7292003

3,5823,5643,9215,6584,60622,2573,92127,93212,0352002

4,406-4,4995,3105,72925,2774,49935,59213,8272001

5,638-6,7636,7787,00532,1606,76337,28711,8712000

7,235-5,3025,81011,59238,1305,30245,74210,8741999

3,9753,8734,3125,2135,02523,9014,31228,18910,242All

3,1324,3543,5024,8283,71416,0013,50218,2058,8312004

3,3522,6563,7414,8374,05717,4303,74120,2079,0362003

3,4433,2363,9215,3404,38120,7773,92126,88111,1082002

4,314-4,4994,9115,53723,7424,49933,85712,5592001

5,527-6,7636,2766,79130,1936,76335,35410,7352000

6,879-5,2785,40910,84135,9255,27843,6619,8891999

Wholesale prices

 

All servers

表３ メーカー別売れ筋モデルのサーバ価格（米国：1999年～2004年，単位：ドル)
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ように，x86サーバ製品群を中心とするローエンドからミドルレンジまでの x86サー

バ市場においては，デルとその他（表２中の”Others”）のシェアだけで58％にも達

するために，ハイエンド・サーバ市場に強いHP，IBM，Sun Microsystemsであっ

ても，ハイエンド・サーバ市場以外で主導権を握ることができない状況となってい

る。しかも，ミドルレンジ・サーバ製品群の多様性，処理性能，信頼性の向上は著

しく，ハイエンド・サーバ製品群の一部を脅かす存在ともなり始めている。

４ 製品戦略と品質管理

デルのような巨大企業でありながら，全ての部品供給を資本関係のない外部サプ

ライヤーに依存しているケースは希有である。これをリスクとして捉えることもで

きる。この一方において，系列やグループの柵からの制約や拘束を受けることなく，

自由意志の下に，最適なサプライヤーを制約なしに取捨選択できる。これを戦略上

のアドバンテージとして最大に活用することもできる。デルのサプライチェーン管

理は，後者の選択において，正にこのアプローチの上に最大の成果を上げてきた
(18)

。

このサプライチェーン管理のアプローチは販売面において大きなアドバンテージ

をデルに与えてきたが，諸刃の剣のように，いくつかの制約も課してきた。本稿中

の２でも述べたように，第一の制約は，サプライヤーから入手可能な部品の組合せ

の上にしか製品を構成できないことにある。デルほどの事業規模を有していても，

全ての部品が常に希望する数量と価格で手に入るわけではない。デルに対して好意

的なサプライヤーもあれば，当然ながら，この逆の企業もある。同様に，デルに対

する部品供給のプライオリティーを高く位置付ける企業もあれば，この逆の企業も

ある。第二の制約は，デルの競合企業の多くは優秀なサプライヤーともなりえるこ

とから生じるものである。デルにとって直接的なライバル企業が極めて有望な技術

や部品を手にしていることもある。例えば，HPはデルにとって難敵であり，HPは

時としてデルに対して敵意を き出しにもしてきた。しかし，HPは大変優秀な製

品，技術，そして部品供給力を有している。ItaniumがIntelとHPとの共同開発

であったために，この Itaniumがデルに欠けていたハイエンド・プラットフォーム

技術でありながら，デルはこのプラットフォームの推進に対して積極的なポジショ

ンを採れないというジレンマを経験した
(19)

。また，詳細は後述していくが，Intelに依

存してきたがために，大きなアドバンテージやメリットを得たと同時に，Intelのプ

ラットフォーム戦略からの強い拘束も受けてきた。第三の制約は，購入部品の選別

によるテクノロジーの選択は可能であっても，デル自身にテクノロジーの蓄積が欠

落している。このために，先端技術分野に関する技術提携，クロスライセンス，共
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同開発などの戦略上における重要な選択肢と選択権の両方を持っていない。競合企

業に対し，基礎研究投資や技術開発投資を最小限に抑えることができるものの，反

面，競合企業の目には，デルは製造事業者ではなく，単なる販売事業者としか映ら

ない。この点に関して，HPの元CEOのC.Fiorinaがデルについて，“Dell is a great
 

company,they are a great competitor,but they are a one-trick pony.They do
 

that trick pretty well.I would describe them as low tech,low cost
(20)

”と挑発した

のも頷けるところであろう。

上述の三つの制約は，デルの製品戦略についても大きな影を落としている。現在

のデルの事業戦略は完全なる「ベスト・プロダクト戦略
(21)

」であり，とりわけ主要製

品群はコスト・パフォーマンスを強く訴求する。デルには，販社を介さない直接販

売のみというコミュニケーション・チャネルと販売チャネルに係わる非常に大きな

制限と制約がある。このために，デルの製品群は常に価格的な優位性を訴求できな

ければならない。単純ではあるが，デルの最大の武器はコスト・パフォーマンスで

ある。勿論，サービスやサポートなどの二次的な要因も無視できないものであるが，

その評価でさえも，価格面の攻勢の延長線上に成立しえたものでしかない。例えば，

デルがエンタープライズ・ソリューション事業においてネットワーク製品販売を開

始した際にも，スイッチ製品のコスト･パフォーマンスをやはり強く訴求するもので

あった。単純に観れば，価格破壊であったわけだが，その価格の上にこそ，サービ

スとサポートの面の良質性を明示できたわけである。ただし，低価格の製品戦略と

製品品質の関係は相反性を伴うだけに，デルがこれに関してどのような処方箋を講

じてきたのかは注目すべき点となる。

“Frost& Sullivan CEO Choice Award”を参 にした場合においても，デルの

デスクトップ製品に関する信頼性の評価は高い
(22)

。特に，”Most Reliable”と”Best
 

Price vs.Performance for Desktop computers”の評価に関して他社を寄せつけ

ない強さを示している。これはデルの製造工程管理と製品検査のレベルの高さを示

す一例であり，優秀なサービスとサポートと併せて，デルの製品戦略を支える大き

な力となっている。

デルは直接サービスと直接サポートの体制を採用しているため，受注生産に対し

て非常に厳密な製造管理を行い，かつ顧客からの顧客満足度とフィードバックなど

にも常に目を光らせている。米国のAustinの旧式設備の工場も，中国（厦門）の最

新設備の工場（CCC4）でも，デルの工場内ではセル生産方式が採用され，製品単体

の組立担当者を特定できるようになっている。さらに，組立作業を終えた製品は検

査エリアへと移され，４段階のテストを受ける。厦門の CCC4のケースでは，検査プ
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ロセスだけでも，デスクトップ PCで約２～３時間程度を要し，ワークステーション

やサーバの中には12～20時間近くもの検査時間を要するものもある。顧客によって

は検査メニューの追加や指定などを行いたいという希望もあるため，延長検査も指

定できる。発注する製品について，納品前の最終組立工程後に，顧客側から検査項

目の追加や重点検査項目を指定できるような柔軟なサービスを用意できるのも，デ

ルが BTO/CTO方式を採用しているメリットの一つとなっている。

反面，デルは厳密な品質管理に関して依然として潜在的な課題を残している。上

述したように，デルの製造管理や検査工程から安易な妥協点を見つけることはでき

ない。ただ，デル自身による厳密な製造管理と検査までは行えるが，残念ながら，

デル単独の努力だけでは各製造品の細部に関わる厳密な品質管理にまで目配りでき

ない。これは，外部サプライヤーからの部品供給に完全に依存している以上，妥協

せざるをえないポイントとなってくる。各サプライヤーは独自の品質管理基準や製

品検査を設けており，原則的に，デルは外部サプライヤーとの信頼関係と契約の上

に，供給された部品を使用していくしかない。このため，製造品の検査工程の中で

不良部品や異常動作などを発見することはできても，部品単位での非常に厳密な品

質検査と連続動作における信頼性検査まで十分に行えているわけではない。ただし，

これについては，デルに限らず，全てのコンピュータ製造事業者に係わる共通課題

と言えるかもしれない。

モジュール化が完全に定着している IT業界だからこそ，デルのように，外部サプ

ライヤーからの部品供給に完全に依存する事業形態も特に難しいものではなくなっ

た。反面，資本関係にない外部サプライヤーとの契約上の需給関係を拡大していく

と，サプライヤーごとに異なる製造品の品質とその品質管理手法について，最終組

立事業者の厳密な管理下に置くことは困難になっていく。サーバやワークステーシ

ョンのように連続稼働性を問われる製品では，サプライヤーから供給された部品中

のたった一個のコンデンサーの耐久性が不足しただけでも，致命的な障害へと発展

してしまうことがある。また，大量販売してしまった製品の一部に危険性を指摘さ

れ，大規模なリコールが必要になることもある。実際に，デルから2006年８月14日

に発表された Sony製バッテリーの発火障害の事例
(23)

，また2003年４月から11ヶ月間

もの長期間において製造された「Optiplex」の不良キャパシタの問題
(24)

，これらは回

収対象の規模と費用も莫大なものとなった。

デルのこの課題に対する回答は極めて単純なものである。本稿中の２においても

述べたように，だからこそ，デルの「箱（筐体）の中身（マザーボードやMPUな

どの主要部品）は全て Intel」なのである。極論ではあるが，デルのコンピュータは
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実質的に「Intelブランド」と捉えることもできる。簡単な図式ではあるが，Intelの

牽引する CPU市場において，CPUを含む Intelプラットフォームに関して最も技

術力に長ける企業は，当然ながら，Intelである。Intelの純正プラットフォーム製品

においても上述のキャパシタ問題が発生していたり，マイナーレベルの設計・製造

トラブルなども報告されていたりはするものの，Intel製のプラットフォーム製品に

対する信頼感とブランド・イメージはやはり絶大なものである。特に，ミッション・

クリティカルな使用を前提とするサーバ製品について，デルのように，その全ての

部品を外部調達に頼るケースでは，マザーボード，メモリー，電力供給機構（電源）

の選択がその信頼性を高めるために鍵となる。そして，この三つの部品の中でも，

コンピュータの基本機能が集中しているマザーボードの設計と製造は技術的にも大

変高度なものであるため，Intelからの技術的な支援レベルが極めて重要な鍵とな

る。近年，他社製のボード製品も品質水準を上げているが，これらのメーカーも Intel

チップを調達し，Intelのリファレンス・ボードを基に，独自に仕様を変更・拡張し

ているにすぎない。Intelプラットフォームのコンピュータ製造では，調達コストと

調達数に関する制限さえないのであれば，どのコンピュータ・メーカーも Intelから

の全面的な部品供給を希望することは間違いない。

５ 民事訴訟： 05-411

2005年６月27日，AMDはデラウェア州米連邦地方裁判所において，Intelに対し

て，米国独占禁止法違反による損害賠償請求訴訟（05-411）を起こしたことを発表

した。訴状
(25)

によれば，Intelの違法行為に関する調査結果から，デル，ソニー，東

芝，日立，NEC，Gateway，Acer，富士通，Best Buy，Circuit Cityなどの大手

ITベンダーや販社名を挙げ，Intelがその独占的な地位を利用し，これらの企業に対

して，排他的取引への種々の優遇措置や威圧的な言動，またAMD製品の販売に対

する妨害行為などを働いたとしている。AMDは，Intelがこれらの排除行為によ

り，独占的地位を維持し，市場価格を不当に吊り上げ，消費者や販社に不利益を与

えてきたと糾弾している。

この訴状中の25から26ページに「報復の脅し」があり，この項中において Intelの

活動について以下のような記載がなされている。

72.独占取引，製品やチャネル制限及び独占的リベートの他，インテル

(Intel)は，OEM がAMD と取引するのを阻止するために，伝統的な脅

迫，威嚇及び「膝潰し」を行って動けなくした。インテル(Intel)には，自由
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に使える様々な武器がある。インテル(Intel)は，割引，リベート又は助成金

を一方的に減らしたり，止めることができる。また，差別的な値上げを気

に入らない顧客に対して行い，その顧客の競争相手に対して値下げを行う，

小売業者に対して，気に入らない顧客のコンピュータを取り扱わず，その

代わりにその競争相手からコンピュータを仕入れるよう強制したり，また

は，リベートについて，その支払を遅らせたり争ったりなどすることによ

って，利益が出る予定の四半期の利益が出なくなってしまうようにするこ

とができる。インテル(Intel)が忠実でないとみなす顧客に対するその他の

圧力のかけ方には，需要が高いプロセッサまたは必須な技術情報の供給を

遅らせたり削減したりすると脅迫することを含む。これらの具体例は多数

である。 (AMD, 2005
(26)

,p.25)

訴状中の72に従えば，Intelはその独占的地位を利用して，各コンピュータ・メーカ

ーに対して，割引，リベート，そして助成金などを自在に操作できることとなる。

また，Intel製品の供給量や価格なども，同様に恣意的に変動させることができたと

指摘している。

また，Compaqに対する「報復の脅し」に以下のような記述もある。

HP と合併する前に，コンパック･コンピュータ(Compaq Computer)も

AMD と取引を行う度にインテル(Intel)の脅迫を受けた。例えば，2000年

後半，コンパック(Compaq)の CEOであるマイケル・カペラス（Michael
 

Capellas）は，彼がAMD に与えたビジネスの量のため，インテル(Intel)

は，コンパック(Compaq)がどうしても必要としたサーバーチップの配送を

差し控えたことを明らかにした。カペラス（Capellas）は，「頭に銃を突き

つけられている」ので，AMD プロセッサを買うのを止めざるをえないこ

とをAMD の幹部に知らせた。

(,,pp.25-26)

Compaqは以前からAMD製プロセッサを採用していた企業の一つであった。Athlon

プラットフォームについては，その出荷開始当時から積極的に採用した。これが

Intelの逆鱗に触れたかどうかは不明であるが，もしその「報復の脅し」として Intel

からサーバー・チップセットの供給制限を受けたとすれば，これは悪質極まりない

行為である。また，もしこの逆の行為が Intel協調派の企業に対して行われたとする
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と，それらの企業は市場において大きなアドバンテージを得ることになる。そして，

デルについては以下のように記述されている。

38.デル(Dell)歴史的に，デル(Dell)は今までかつて一度もAMDｘ86マ

イクロプロセッサを購入したことがない。インテル(Intel)の欠点と主にサ

ーバ市場でのAMD製品に対する顧客の声を認めたうえでである。

(,,p.14)

この訴状の各事項の事実認定については公判の進展に合わせて明らかになるであ

ろうが，その独占的な地位を利用した Intelの威圧的な言動はこれまでにも少なか

らず取り上げられてきた。国内でおいても，2005年に公正取引委員会から「私的独

占の禁止」の規定に違反し，勧告を受けている
(27)

。この他にも，AMDからの Intelに

対する独占禁止法違反の訴訟や調査要求などは枚挙に暇がない
(28)

。

60.大口顧客に対して費用効率を還元するために，売主が累進的かつ非差

別的に提供する「ボリューム・ディスカウント」とは異なり，インテル(Intel)

が提供するものは，AMD を市場の大部分から排除するために設計され

た，「食い込み」または「忠誠」型リベートである。インテル(Intel)は意図

的にリベートが発生する標準を，顧客の需要の大部分を支配するレベルに

設定している。これにより，差別的かつ顧客ごとに，（それに言及すること

なく）シェアを固定する目標設定を可能にする。なぜなら，業界紙は正確

に販売数量を予測するし，業界紙が毎週，毎月，毎四半期に報告するOEM

のマーケットシェアは，四半期ごとにそう変わるものではないからである。

(,,p.21)

Intelから所謂「ティア１」の（第一階層の）顧客として優遇を受けるためには，

非常に厳しい条件が Intelから課せられることは，最早周知の事実となっている。

HP，デル，IBM（現在はレノボ），Gateway，富士通/富士通シーメンスなどがこれ

に該当し，ノート PCでは，東芝，Sony，NEC，Acerなどもティア1として目され

ている
(29)

。AMDの試算では，このティア１の企業が市場に占める割合は，サーバ/ワ

ークステーションとモバイルの市場では実に80％以上にも達し，デスクトップでは

40％となる
(30)

。これは，ハイエンド・サーバ市場以外では，Intelからの優遇的な待遇

を得られなければ，市場における成長はおろか，後退さえも覚悟しなければならな
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いことを意味する。そして，このような環境下において，デルは急成長を遂げてき

たわけである。

2007年２月，デルの一部株主が，デルとその経営陣，同様に被告人に Intelを加え

て訴訟を起こした
(31)

。争点となるのは，ここでも Intelのリベート・プログラムであ

る。この訴状によれば，Intelはプロセッサやチップセットなどの購入に対するリベ

ート・プログラムを実行し，デルを含む，事実上全てのメーカーに対し，四半期末

に多額のリベートを現金にて密かに支払ったとされている。このリベートは割戻金

に相当するものであり，これは購入数量ベースの割引制度とは本質的に異なり，ま

た Intel製品の広告に係わる支援費として提供された資金とも異なるとしている。

デルは Intelからの部品調達に限定する見返りとして，Intelから様々なリベートを

含む多種の優遇措置を受けていたという要旨である。興味深いことに，これはAMD

の Intelに対する訴状をほぼ真逆の視点から補足するものとなっている。

６ システム・ロックイン戦略

ビジネスコンピュータの歴史は IBM の汎用機「System 360」の登場から始ま

り，IBM はこのビジネスコンピュータ市場に完全な独占体制を築いた。1981年，IBM

は PC 5150を発売し，1983年に販売を開始した PC/XT（5160）により，PC市場で

も主導的な地位を手中にした。この IBM の PC事業において，OS開発を担当した

のがマイクロソフトであり，その CPU供給メーカーとして選ばれたのが Intelであ

った。この後に，IBM は現在のパソコンの基礎となる PC/XTと PC/ATを発売

し，PC市場規模は急激に拡大していったが，同時に，IBM の純正 PCとその互換機

勢の間で激しい市場競争も起こっていた。IBM がこの後に発売した PS/2とOS/2

を契機に，事実上，マイクロソフトと Intelは IBM の下を離れ，IBM から PC市場

の覇権を奪った。現在では，本稿中の３において検証したように，ハイエンド・サ

ーバ市場を除き，ビジネスコンピュータ市場全体においても，マイクロソフトと

Intelは独占的な地位を確立しつつある。

1980年代後半から1990年代半ばまでの間，マイクロソフトと Intelは当時の覇権

を握っていた IBM と次世代の PC市場をかけて激しく戦うこととなった。IBM と

いう後ろ楯を失っただけでなく，当時「ビッグブルー」と称されるほど強大であっ

た同社と敵対しながら，マイクロソフトと Intelの二社はコンピュータ市場におい

て現在の強固な地位を築いていったわけだが，これはけして平易な道程ではなかっ

た。とりわけ Intelは，IBM に対して CPUを継続供給しながらも，IBM の PCプ

ラットフォームから独立するための次世代のロードマップを PC市場に明示してい
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く必要があった。同時に，マイクロソフトと Intelは共同開発を進める中で，時には

Compaqを強力に支援し，時にはHP，DELL，Gatewayなどを支援し，またその

他の新興勢力の育成と成長を促すような努力も怠れなかった。なぜなら，IBM に代

わり，これらの企業こそがマイクロソフトや Intelの商品を市場に送り出す役割を

果たし，「採用数に伴う収穫逓増の法則
(32)

」の効果をもたらしてくれたからである。

システム・ロックイン戦略を採る場合には，顧客はもちろん市場中に存在してい

るわけだが，この顧客の直接的な獲得に最重点を置くのではなく，それ以上に補完

者（Complementors）の囲い込みに重点を置く。システム・ロックイン戦略では，

この補完者を増加させ，その活動を支援していくことにより，市場全体へのロック

イン効果を高める。例えば，その初期段階においては，Compaqが Intelの最大かつ

強力な補完者であり，HPや DELLなども Intelの補完者として，共に IBM と戦っ

た。最終的に，Intelが PCプラットフォームに関して IBM に打ち勝つことができた

のも，補完者となる企業の数とその総出荷台数において，IBM やその他のプラット

フォームを圧倒できたからであった
(33)

。

Intelは単なる CPU製造専業者ではなく，PCやサーバ向けのチップセットを含

むプラットフォーム全体に関するデファクト・スタンダードを非常に重視してきた
(34)

。

IBM-PCに採用されたモジュール型構造のプラットフォームを礎として，そこに数

多くの互換機メーカーと部品サプライヤーが育ち，PC市場は大きく成長していっ

た。IBM が，PC/XTから PC/AT，そして PS/2の仕様において実践を試みたプラ

ットフォームによる市場の統制を，Intelは発展的に継承し，プラットフォーム構造

とモジュールのインターフェイスの仕様決定権を掌握した。これにより，単なるプ

ロセッサ仕様だけに限らず，メインメモリー，グラフィック・カード，外部記憶装

置などのあらゆる部品（モジュール）の基本仕様とインターフェイスを策定する実

権を得た。この段階において，Intelは IT産業全体の牽引役を担い，市場に対する

強大な影響力を獲得したことになる。

ところが，マイクロソフトと Intelの所謂「ウィンテル」連合を好意的には受けと

めず，またハードウェア製造業者の中には，Intelの提示するプラットフォームにつ

いて必ずしも賛同的ではない立場をとる企業もあった。IBM の場合，IBM はあくま

で同社製品群のためのプラットフォームや規格を策定し，それを互換機メーカーが

利用していた。ところが，Intelのビジネスは，IBM とは本質的に異なる。このた

め，Intelは新たに策定する標準規格と仕様について常に補完者たちからの支持を得

なければならない立場にあり，IBM のように強権的に市場を支配するような強硬策

も採れなかった。そして，時として，これは Intelにとって大きな障壁ともなってい
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た。例えば，1997年に次世代メインメモリーの規格として，Intelは Rambus社の

Direct DRAM（RIMM）を次世代メモリーとして採用する意向を示し，この普及支

援策を含め，強力に推進し始めた。しかし，価格競争が激化していたメインメモリ

ー市場では，製造コストの増加に繋がりかねないこの RIMM について，メモリー・

メーカー側からの支持が得られないばかりか，Intelに対して対抗策まで提示し，強

硬なまでに反対の姿勢を貫いた。結果的に，この件では Intelが RIMM の標準採用

を断念し，メモリー・メーカー側の支持する DIMM を採用するに至った。この

RIMM の一件を参 にしても，Intelは市場に対する強大な影響力は得ていたもの

の，IBM のような独善的な決定権までは手に入れていなかった。

そこで，Intelのシステム・ロックイン戦略では，常に協調的かつ強力な補完者を

必要とする。この補完者は，Intelのロードマップを常に支持し，Intelの補完者とし

て真摯に働いてくれる企業でなければならない。上述の RIMM の一件は，幸運なこ

とに，Intelにとって致命傷とはならなかったが，このような造反を頻繁に許してい

れば，Intelの足元を揺るがしかねない事態へと発展する可能性もある。Intel側に常

に強力な補完者が存在していれば，このような危険性についても最低限に抑制して

いくことができる。

Intelにとって，プラットフォーム・ロードマップの成否は，Intelの経営にとって

死活問題ともなりかねないものである。なぜなら，Burgelmanは「インテルでは，

製品ロードマップで示されているマイクロプロセッサ事業の戦略を支えるために，

需要が発生する前に，何十億ドルもの設備投資を工場や装置に対して行う必要があ

った。この設備投資に対して競合他社が対抗するのは難しかったが，同時にこの投

資は同社に大きなリスクをもたらした
(35)

」と指摘する。Intelは同社の製品に対する収

穫逓増を誘発するために，事前に巨額の投資を行っており，一旦動き始めた Intelプ

ラットフォームに関するロードマップを簡単に覆すことはできない。このため，時

として，政治的に動く反対勢力を力ずくで押し切り，市場へ新規格を送り出してい

くこともある。このためにも，Intelには常に強力な補完者が必要となる。

IBM と袂を分けた当時，Intelにとって最も強力な補完者は Compaqであった

（図２中の「Compaq（1990年代前半）」）。ところが，この後に Compaqは DECを買

収し，Alphaプラットフォームを手に入れたために，サーバ市場とワークステーシ

ョン市場において突如として，Intelに対して敵対的なポジションの企業となった。

この後，Compaqは急激に業績を悪化させ，HPと合併し，現在では既にその社名さ

えも見かけることはなくなった。

表４は2005年度における世界の PC市場の状況を示すものである。今や，PC市場
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の首位はデルとなり，第二位は Compaqを吸収し，Intelと Itaniumを共同開発した

HPである。そして，一時は頂点を極めた IBM の姿さえも最早見られない。これ

は，2005年に IBM が PC事業をレノボに売却したためである。この PC市場の現状

をどのように分析するかについての意見は分かれるが，表面上，Intelにとって平穏

な状況となっていると言えよう
(37)

。

Intelとデルの関係について論点を戻し，本稿５中の Compaqに関する「報復の脅

し」へ再度目を向ければ，デルの急成長の背景に関して，Intelの事業戦略を除外し

て論じる方がむしろ不自然となろう。本稿５でも記したように，2000年当時に

図２ ITベンダーの戦略ポジションとその変移

（出所： 山本,2006,p.46)

表４ 2005年度の世界の PC市場とベンダー別出荷台数（暫定値，単位：千台）

2005年

出荷台数

2005年

シェア(％)

2004年

出荷台数

2004年

シェア(％)

2005年

対前年

成長率(％)

デル 36,764 16.8 31,009 16.4 18.6

ヒューレット・パッカード 31,792 14.5 27,623 14.6 15.1

レノボ 15,054 6.9 12,937 6.8 16.4

エイサー 10,154 4.6 6,425 3.4 58.1

富士通╱富士通シーメンス 8,326 3.8 7,144 3.8 16.5

その他 116,443 53.3 104,401 55.1 11.5

世界市場合計 218,533 100.0 189,539 100.0 15.3

（出所： Gartner Dataquest
(36)

,2006.)
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Compaqの CEOであったMichael Capellas は，AMDとのビジネスに対する報復

措置として，Intelからサーバー・チップセットの供給の妨害を受けたと証言してい

る。もしAMDの民事訴訟内容の一部でも事実であると仮定すれば，Intelは部品価

格と部品供給量をコントロールし，かつ様々な優遇と冷遇の措置を使い分け，Intel

に優位性の働く市場を維持していたことになる。

現段階では推察の域を超えないが，事実関係によっては，デルの不自然なまでの

急成長にも合理性が生まれてくる。本稿２において，1999年代半ばからのデルの急

成長は，創設者M.Dellの えとも本質的に矛盾していると指摘した。また，同箇

所における「視点を変えれば，デルよりも，Intelの急進的な増産体制の方が遥かに

脅威であったことを認識できる」の指摘が，上述の Burgelmanの「インテルでは，

製品ロードマップで示されているマイクロプロセッサ事業の戦略を支えるために，

需要が発生する前に，何十億ドルもの設備投資を工場や装置に対して行う必要があ

った」の指摘と完全に一致してくる。Intelはデルや PC市場全体からの需要の増大

に合わせて増産体制を整えていったのではなく，Intelの事業戦略として，需要が発

生する以前に，先行的に何十億ドルもの設備投資を生産設備に投じていたことにな

る。この裏を返せば，この Intelの計画的増産体制の上において，デルが最も成長し

てきたにすぎないと捉えることもできる。Intelはデルを，そしてデルは Intelを，

相互の立場において最大限に利用しながら，共生的に急成長を遂げてきたものと推

察される。

７ 小結

本稿中の５の民事訴訟（05-411）を参 にしても，Intelの成長とその戦略には独

占禁止法に係わる疑惑の目が向けられている。ただし，独占禁止法に係わる決定的

な証拠ともなりかねないために，Intelとデルの関係を詳細に記した資料が公に確認

されているわけではない。この民事訴訟に関して，法廷においてどの次元の証拠や

証言の提出が行われるのかについて，現時点ではまだ明らかにされてはいない。そ

れでも，デルの急成長と Intelの事業戦略が全く無関係でなかったことだけは明ら

かであろう。

本稿中においても既に指摘したように，過去，Intelは市場からの需要に対して先

行的かつ巨額の設備投資を推進してきた。この設備投資に対して競合企業が対抗す

ることは困難であり，この強硬策の成果として，Intelは現在の地位を確立したと言

えよう。しかし，「先行的な設備投資」という点において，この Intelの事業戦略は

大きなリスクも同時に抱えていた。そこで，システム・ロックイン戦略の視点から
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も，デルのように常に Intelのロードマップを支持し，そして「インテル・インサイ

ド」を守りながら，常に市場へ大量の Intel製品を送り出してくれる企業の存在が不

可欠だったはずである。

デルは製造事業者として極めて不完全な事業構造を呈しており，「デルは販売業

（小売業）」とした捉え方がむしろ自然である
(38)

。極論すれば，デルは販売のための表

層レベルの生産機能しか有していない。そして，Intelは純粋な部品製造専業者であ

るために，完全な単独事業体と比較すると，最終組立生産，小売機能，顧客サポー

トなどの機能を有していない。つまり，Intelとデルは見事な凹凸の関係にあり，相

互がその完璧な補完体である。コンピュータ市場における，「最強の製造事業者」と

「最強の販売事業者」の関係が最強のパートナーシップを示すとすれば，競合企業が

つけ入る𨻶を見つけることは困難となる。他方，この関係が親密であればあるほど，

互いのパートナーからの直接的な影響を受けることにもなろう。この点に関して，

今後も注目していかなければならない。

2006年から，Intelとデルの関係にも若干の変化が見られ始めた。本稿５の民事訴

訟（05-411）だけに限らず，Intelの事業活動を法的に拘束しようとする動きが活発

化している。2005年，最大のライバルであるAMDは独ドレスデン郊外に工場

（Fab36）を新設し，同社の最大生産量を大幅に引き上げた。この新工場の稼動に合

わせるかのように，AMDは前述の訴訟を起こしたのである。この訴状中では，単に

Intelを非難するだけでなく，デルの「インテル・インサイド」についても強く牽制

している。そして，2006年５月，デルは初めてAMDのOpteronを採用し，９月に

は初めてコンシューマー製品の一部にAMDプラットフォームを採用した
(39)

。Intelの

周囲を監視の目が取り囲む中での，突然のAMDプラットフォームの採用であっ

た。そして，2007年２月，今度はデル（Intelも含む）に対して，デルの一部株主が

Intelとのリベート・プログラムに関する集団訴訟を起こした。勿論，両社はこれら

の訴状内容について否定しているが，今後の Intelとデルの両社の関係に微妙な影

響を与えることになるかもしれない。過去のプロセッサ市場において，Intelはその

製品戦略と生産能力において絶対的な力を有しており，事実上，競合企業はいなか

った。しかし，AMDの Fab36の立ち上げによって，AMDのプロセッサ供給能力は

大幅に増強されており，同時に，本稿でも取り上げたAMDの法的な牽制の効果も

あり，Intel一色であった市況にも少なからず変化が生じようとしている。

市場動向を複雑化しているその他の要因として，Intelのシステム・ロックイン戦

略の視点からは，デルやHPの事業規模が既に巨大になり過ぎてしまっている点も

挙げられる。PC市場を一例としても，2006年度，デルとHPの二社だけで世界で
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7600万台以上の PCを販売し，実に全体の約32%ものシェアを獲得している。同様

に，ハイエンド・サーバ市場を除く，一般的なサーバ市場においても，デルとHPの

二社だけで半分近い市場シェアを既に握っている。勿論，IBM や Sun
 

Microsystemsなどとの激戦を制するために，Intel自身がこの状況を作り出したも

のと推察されるが，デルやHPが今以上の市場シェアを獲得していけば，両社と

Intelとの力関係にも微妙な変化が生じてくる可能性も高くなる。

デルは今後も Intelとの現在の戦略的なパートナーシップの継続を望むのか。あ

るいは，Intelとの間に新たな関係を模索しながら，事業戦略にも変更を加えていく

のか。それとも，AMDを含め，新たなパートナーとの新たな関係の上に，さらなる

躍進を求めていくのか。HPからの攻勢
(40)

を受ける中で，デルの戦略的パートナーシ

ップは大きな転換期を迎えようとしている
(41)

。

注

⑴ M.Dell (1999,p.240)

⑵ 参 文献中の山本(2006)を参 にしていただきたい。

⑶ この詳細については参 文献中の山本(2007)を参照いただきたい。

⑷ http://www.gartner.com/it/page.jsp?id＝500384

⑸ 山本 (2007)

⑹ デルの業績発表プレスリリースと Gartner Dataquestの2006年３月発表の資料”

Desktop,Notebooks,Ultraportables,IA-32Servers”を参 にして，筆者が作成。

URL: http://www1.jp.dell.com/content/topics/segtopic.aspx/dellco/sales?c＝

jp&l＝ja&s＝corp

⑺ DELLのHP中の収支報告を参照。

http://www1.jp.dell.com/content/topics/global.aspx/corp/investor/en/history?

c＝jp&l＝ja&s＝corp

⑻ 先端半導体の生産拠点（通称”Fab”）は立上げまでに大変な時間的猶予を必要とす

る。

⑼ M.Dell (1999,p.240)

この詳細は本稿中の４を参照していただきたい。

Compaqの96万台とHPの42万台の二社が合併前のため，両社を合算した数値として

いる。

http://www.gartner.com/の各年のプレスリリースの公表データから表１を作成。

例えば，本稿中の表３を参照いただきたい。

Itaniumは IA64を採用した EPIC（Explicit Parallel Instruction Computing）プロ

セッサであり，IA32と PA-RISCの両コードを実行できる。ただし，このプロセッサは

インテルとHPの二社により共同開発されたものである。

Xeonや Core2などでは拡張的に64ビット化されているが，純粋な64ビット・プロセッ
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サではない。

山本 (2006,p.41)

2006年２月，デルは初めてAMDのOpteron搭載のサーバ製品を発表した。しかし，

このAMDから供給されるプラットフォームであれ，完全な64ビット設計ではなく，

IA32互換の拡張仕様でしかない。

山本（2007,pp.67-68）

デルはXeonプラットフォームに特化し，既に Itaniumプラットフォームからは完全

撤退している。

HPホームページ中の”IN CONVERSATION WITH LOUISE KEHOE”（July, 21

st, 2003）を参照

URL:http://www.hp.com/hpinfo/execteam/speeches/fiorina/churchill03.html

この「ベスト・プロダクト戦略」の詳解については，参 文献中のHax and Wilde

(1999,pp.10-11)，もしくは山本（2006,p.28）を参照していただきたい。

高評価に関する一例を挙げれば，“Frost& Sullivan CEO Choice Award”の中で2005

年と2006年の両年に”Most Reliable Desktop Manufacturer”を受賞している。公表

資料では，下記URLを参照いただきたい。

http://www.dell.com/downloads/global/shared/awards/en/awards-frost-
desktop.pdf

デルの Latitude，Inspiron，XPS，及び Precision Mobile Workstationのノート PC

に搭載されていたバッテリーについて，使用中に加熱発火の可能性があり，全面回収と

無償交換の対象となった。この事例では，デルの設計ではなく，Sonyのリチウムイオン

セルの生産過程に問題があった。最終的に，デル，アップル，富士通などの製品を合わ

せて，実に回収対象は960万個にも及び，Sonyはこの対応に510億円の費用を要したとさ

れている。

デルの発表についてのURL： https://www.dellbatteryprogram.com/Default.

aspx?LN＝ja-JP
 

Sonyの無償交換アナウンスのURL： http://www.sony.co.jp/SonyInfo/News/

Press/200609/06-090/index.html

http://news.com.com/Bulging＋capacitors＋haunt＋Dell/2100-1003-3-5924742.

html

AMDとAMD International Sales& Serviceの Intelに対する民事訴訟（05-441）。

訴状の要旨：http://www.amd.com/us-en/assets/content-type/DownloadableAssets/

Complaint-summary-Japanese.pdf

訴状：http://www.amd.com/us-en/assets/content-type/DownloadableAssets/

FullComplaint-Japanese.pdf

前述のAMDとAMD International Sales& Serviceの Intelに対する民事訴訟（05

-441）。

平成17年３月８日の公正取引委員会の「インテル株式会社に対する勧告について」を

参照いただきたい。インテル株式会社はこの勧告を応諾したものの，勧告に関する事実

関係については同意を示していない。

http://www.jftc.go.jp/pressrelease/05.march/05030802.pdf

初期には，1998年の FTCによる DOCKET No.9288（http://www.ftc.gov/）があ
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り，最近では韓国でも公正取引委員会が米国 Intelに対してマーケティング・プログラム

関連文書の提出を要求されるなど，AMDと Intel間には常に独占禁止法違反に関わる

かけ引きが続いている。

（韓国公正取引委員会の文書提出要求： http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/ITPro/

USNEWS/20050809/166114/）

AMDの民事訴訟（05-411）の訴状 (2005,p.11)

AMDの民事訴訟（05-411）の訴状 (2005,p.12)

Civil Action No. 1：07-CA0007-LY

Burgelman (2006,p.296)

山本 (2006,pp.42-43)

Burgelman (2006,pp.489-491)

Burgelman (2006,p.307)

Gartner Dataquest,Gartner Says EMEA Region Became Largest PC Market in
 

the World Based on Unit Shipments in 2005，January, 2006.

（URL:http://www.gartner.com/press-releases/asset-143584-11.html）

ただし，AMDのように，この Intelの独占的な地位を訴訟から切り崩そうとする動き

も見られる（本稿５の民事訴訟を参照いただきたい）。

デルの製造方式や SCM などについての詳細は，参 文献中の山本（2007）を参 して

いただきたい。

http://www1.jp.dell.com/content/topics/segtopic.aspx/pressoffice/2006/060913

b?c＝jp&l＝jp&s＝corp

Gartnerの調査によれば，2007年第２四半期の出荷台数においてデルはHPに既に大

きく遅れをとっている。 HPは昨年同期から36.6%の大幅な増加を示しており，反対

に，デルは5.6%減となっている。

（URL:http://www.gartner.com/it/page.jsp?id＝509905）

デルはシェア回復のために，米国内では既にWal-Martと提携し，AMD搭載モデル

の店頭量販を開始した。

（URL:http://www.walmartfacts.com/articles/5060.aspx）
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